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別紙２－１ 

 

防災訓練の結果の概要（総合訓練） 

１．訓練の目的 

本訓練は、「濃縮・埋設事業所 濃縮事業部 原子力事業者防災業務計画」に基づき、加工施設（ウ

ラン濃縮工場）（以下、「ウラン濃縮工場」という。）が発災した場合を想定し、総合訓練として実

施した。 

また、本訓練は、実際の事故対応に近い状況での組織対応能力を確認するため、濃縮事業部対策

本部要員および全社対策本部要員全ての訓練参加者に対し、シナリオ非提示として実施した。訓練

評価は社内評価者により実施し、訓練終了後、反省会にて訓練の振り返りを実施した。 

以下、濃縮事業部対策本部および全社対策本部の訓練目的を示す。 

１．１ 濃縮事業部対策本部 

本訓練の目的は、「濃縮事業部における訓練に係わる中長期計画（２０１８年度）」において、原

子力防災訓練における技能の習得に係る達成指標として設定した「単独発災による基本的な対応能

力の習得、課題の抽出」をねらいとして、以下を達成目標とした。 

（１）対策本部とＥＲＣ対応者間における情報共有ができること 

ａ．事故収束対応の戦略および進捗状況を明確にし、図表や共通状況図（以下、「ＣＯＰ」と

いう。）等を活用した情報提供ができること。 

ｂ．情報フローを作成し、関係者に周知を行い、役割どおり行動できること。 

（２）ＥＲＣ対応ができること 

ａ．原子力災害対策特別措置法（以下、「原災法」という。）第１０条事象（ＳＥ）および原災

法第１５条事象（ＧＥ）の原因事象、判断根拠を説明できること。 

ｂ．通信機器の操作ができること。 

（３）通報文作成ができること 

ａ．「誤記・記載漏れ防止対策チェックシート」を用いて通報文を作成し、１５分以内に通報

が行えること。また、通報文に誤記があった場合の対応ができること。 

ｂ．手順で定めた報告タイミングどおり、原災法第２５条に基づく応急措置の概要の報告を実

施できること。 

（４）全社および他事業部への協力要請ができること 

ａ．単独施設発災時に定められた体制と手順に基づき、全社対策本部への協力要請が実施でき

ること。 

ｂ．協力要請で使用する設備を手順どおり使用できること。 

（５）前回訓練等における反省事項に対する対策の有効性が確認できること 

 

１．２ 全社対策本部 

本訓練の目的は、「全社対策本部 原子力防災訓練中期計画」において、原子力災害発生時に

全社対策本部の組織・要員が機能・職務を有効に発揮できるように、全社対策本部の緊急時対応

能力を計画的かつ効果的に維持・向上させるため設定した「各施設単独発災時の基本的な対応能

力の習得・課題の抽出」をねらいとして、以下を達成目標とした。 

（１）ＥＲＣとの情報共有が適切に実施できること 
   ａ．ＥＲＣ対応要員は、情報フローに基づき、情報共有ツール（電子閲覧システム（以下、「デ 
     ヂエ」という。）、電子ホワイトボード、ＴＶ会議システム、書画）を活用し、全社対策本 
     部の活動状況、発災施設以外の施設の状況、ＥＲＣからの質問への回答をＥＲＣへ伝達で 
     きること。 
（２）単独施設の発災時に対する全社対策本部の運営および発災施設への支援協力を適切に実施 

できること 
   ａ．全社対策本部の要員は、情報フローに基づき、情報共有ツール（デヂエ、電子ホワイトボ 
     ード、ＴＶ会議システム、書画）を活用し、全社対策本部内に情報共有し、事業部の支援 

とオフサイト活動が実施できること。 
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（３）後方支援活動を適切に実施できること 
   ａ．他原子力事業者、原子力事業所災害対策支援拠点および原子力緊急事態支援組織との連 
     携が適切に実施できること。 
（４）記者会見を適切に実施できること 

   ａ．記者会見における基本動作が実施できること。 
（５）前回訓練等における反省事項に対する対策の有効性が確認できること 
 

２．実施日時および対象施設 

（１）実施日時 

２０１８年１０月２６日（金） １３：３０～１６：４０（反省会を含む） 

＜気象条件 ※１、※２＞天候：晴れ 気温：１８．６℃ 風速：４．０ｍ/ｓ 風向：南南東 
※１：天候、気温は同日１３：００における濃縮・埋設事業所における気象観測データ 

※２：風速、風向は訓練想定により固定条件として設定した。 

（２）対象施設 

ウラン濃縮工場、濃縮・埋設事務所（緊急時対策所、ＥＲＣ対応室）、事務本館、東京支社、

青森地域共生本社、オフサイトセンター、第一千歳平寮（原子力事業所災害対策支援拠点） 

 

３．実施体制、評価体制および参加人数 

（１）実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）評価体制 

・ 濃縮事業部対策本部では、緊急時対策所、ＥＲＣ対応室および各現場に社内評価者を配置し、

チェックシートを用いて事業部対策本部および各対策班の活動状況を評価し、改善点等の抽

出を行った。また、訓練終了後に事業部全体で反省会、各対策班での自己評価を行い、改善

点等の抽出を行った。 

・ 全社対策本部では、社内評価者を配置してチェックシートを用いて全社対策本部および各対

策班の活動状況を評価し、改善点等の抽出を行った。また、訓練終了後に全社対策本部で反

省会、全社対策本部および各対策班での自己評価を行い、改善点等の抽出を行った。 

（３）参加人数 

濃縮事業部対策本部 訓練参加者：１３３名 （訓練コントローラー８名を含む） 

評 価 者：  ８名 

全社対策本部    訓練参加者：  ７８名 （訓練コントローラー３名を含む） 

評  価  者：  ７名 

 

 

 

 

濃縮事業部 

対策本部 

全社対策本部 

・事務本館 

・青森地域共生本社 

・東京支社 
原子力事業者間協力協定事業者 

（幹事会社） 

原子力緊急事態支援組織 

原子力事業所災害対策支援拠点 
再処理事業部対策本部 

埋設事業部対策本部 

オフサイトセンター 

（事業者ブース） 

 

原子力規制庁 

緊急時対応センター 

（ＥＲＣ） 

社外関係機関 

（県、村等）［模擬］ 

 

通報・連絡 

通報・連絡 

情報連絡 

支援 

情報提供 
情報連絡 

通報・連絡 

支援要請連絡 

支援要請連絡 

情報連絡 

情報連絡 

情報提供 

  ：今回訓練実動範囲 

   ：今回訓練模擬範囲 
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４．防災訓練のために想定した原子力災害の概要 

平日日中、自然災害を起因事象とする原子力災害の発生を想定した。 

なお、訓練参加者に対しては、事象発生日時および訓練開始時のプラント状態・気象条件だけを

事前情報として付与し「シナリオ非提示型」で実施した。 

また、訓練コントローラーは、訓練中に訓練参加者へ条件付与パネルの掲示や資料配付等を行い、

シナリオ進行に必要な条件付与を行った。 

（１）施設運転状況設定 

・カスケード設備：生産運転中 

・均質槽    ：１基液化中 

・熱水ボイラ  ：１基運転中 

（２）原子力災害の概要 

ウラン濃縮工場の生産運転中において、青森県内で大地震が発生し、六ヶ所村内において震度

６強が観測されたとともに、大津波警報が発表されたと想定。 

このとき、ウラン濃縮工場において、以下の災害が発生したことを想定。 

・ウラン濃縮建屋外壁（２号発回均質室 南南東側）およびウラン濃縮建屋と補助建屋を結ぶ

渡り廊下に亀裂が発生し、液化中の均質槽１基（２号発回均質室）の配管が破損し、破損箇

所から六フッ化ウランが管理区域内へ漏えい 

・熱水ポンプ１基（補助建屋）出口配管が損傷し、損傷箇所から熱水が室内へ漏えい 

・ウラン濃縮建屋損傷箇所から管理区域内に漏えいした六フッ化ウランが屋外へ漏えい 

・地震の影響等により、２号発回均質室内の均質槽付近でフッ化水素暴露者および補助建屋 

ボイラ室で熱水飛散による熱水暴露者が発生 

ウラン濃縮建屋損傷箇所からの六フッ化ウランの漏えいにより、モニタリングポスト      

（ＭＰ－２）の指示値が上昇し、原災法第１０条の通報基準に達した。 

モニタリングポスト（ＭＰ－２）指示値上昇が１０分継続し、原災法第１５条の通報基準に達

した。 

ウラン濃縮工場の応急対策実施中において、青森県内で余震が発生し、六ヶ所村内において震

度６弱が観測されたと想定。 

このとき、ウラン濃縮工場において、以下の災害が発生したことを想定。 

・混合ガスコールドトラップＣ冷凍機ユニット（１号均質室）において火災発生 

 

５．防災訓練の項目 

総合訓練 

 

６．防災訓練の内容 

６.１ 濃縮事業部対策本部 

（１）通報訓練 

（２）救護訓練 

（３）モニタリング訓練 

（４）避難誘導訓練 

（５）その他必要と認める訓練 

①運転管理訓練 

②放水訓練 

③設備応急訓練 

④消火訓練 

⑤全社対策本部等との連携訓練 

 

６.２ 全社対策本部 

（１）その他必要と認める訓練 

①全社対策本部設営訓練 

②広報活動訓練 

③通報訓練（原子力事業者間協力協定等に基づく通報を含む） 
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④原子力事業所災害対策支援拠点設営訓練 

⑤オフサイトセンターとの連携訓練 

⑥ＥＲＣ対応訓練 

 

７．訓練結果の概要 

  各訓練結果と訓練別評価結果は、以下のとおりである。 

７．１ 濃縮事業部対策本部 

（１）通報訓練 

ａ．本部は、対策活動に係る事業部対策本部内の各対策班および現場との連携、情報連絡を行っ

た。 

ｂ．本部は、各対策班および現場との情報連絡をもとにブリーフィングおよび目標設定会議を行

った。 

ｃ．本部事務局は、事象の進展による警戒事態該当事象発生連絡（ＡＬ）（続報を含む）、原災法

第１０条事象（ＳＥ）通報および第１５条事象（ＧＥ）通報を最長８分で行った。 

ｄ．本部事務局は、通報文の重点確認項目を明確にした「誤記・記載漏れ防止対策チェックシ

ート」を使用して、通報文の作成を行った。 

ｅ．本部事務局は、事象の進展に応じて原災法第２５条に基づく応急措置の概要報告を、応急復

旧の開始・終了、事象進展、原災法第１０条、第１５条の基準値を下回ったタイミングで行

った。 

ｆ．本部事務局は、ＥＲＣ対応室に対し、原災法に基づき通報した通報文、本部（原子力防災管

理者）が判断したＥＡＬ判断根拠シートの情報提供を行った。 

＜評価＞ 

ａ．本部は、本部活動マニュアルどおり各対策班および現場との連携、情報連絡を行うことがで

きた。 

ｂ．本部は、目標設定会議中の特定事象発生の報告にも慌てることなく情報を整理し、目標の再

設定を行い、本部活動マニュアルどおりブリーフィングおよび目標設定会議を行うことがで

きた。 

ｃ．本部事務局は、本部事務局活動マニュアルどおり通報を目標の１５分以内に行うことができ

た。 

ｄ．本部事務局は、本部事務局活動マニュアルどおり「誤記・記載漏れ防止対策チェックシー

ト」を使用して通報文を作成したが、通報文に記載漏れがあった。 

なお、記載漏れ発生後の通報文の訂正については、本部事務局活動マニュアルどおり行うこ

とができた。 

[１０．１ Ｎｏ．１] 

ｅ．本部事務局は、ＣＯＰ、デヂエ等から情報を入手し、本部事務局活動マニュアルに定めた

タイミングどおり原災法第２５条に基づく応急措置の概要の報告を行うことができた。 

ｆ．本部事務局は、ＥＲＣ対応室に対し、情報フローどおり情報提供を行うことができた。 

（２）救護訓練 

ａ．放射線管理班は、避難したフッ化水素暴露者に対して身体サーベイおよび資機材を用いた除

染を行った。 

ｂ．救護班は、フッ化水素暴露者および熱水暴露者発生の連絡を受け、保健管理建屋から発災現

場へ出動するとともに、フッ化水素暴露者および熱水暴露者の容態（意識レベル、暴露の重

度）を確認し、公的機関への搬送の必要性の有無を判断し、状況に応じた救助対応を行った。 

＜評価＞ 

ａ．放射線管理班は、フッ化水素暴露者の暴露状況を確認し、放射線管理班活動マニュアルどお

り身体サーベイおよび資機材を用いた除染を行うことができた。 

ｂ．救護班は、救護対応マニュアルどおりフッ化水素暴露者および熱水暴露者の容態の確認、公

的機関への搬送の必要性の判断、状況に応じた救助対応を行うことができた。 
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（３）モニタリング訓練 

ａ．放射線管理班は、以下の対応を行った。 

・管理区域（第１種）から避難者に対する汚染検査 

    ・チェンジングルームの設営、チェンジングルーム内での脱衣補助および身体サーベイ 

・ウラン濃縮建屋周辺（屋外）のフッ化水素濃度測定 

・モニタリングカーの配置場所を検討するための気象条件に基づく周辺監視区域境界付近 

における最大濃度地点の算出。周辺監視区域境界の最大濃度地点付近に配置したモニタリ

ングカーによる空間放射線量率および空気中放射性物質濃度（浮遊じん、ヨウ素）の測定。 

・モニタリングポストでの測定・監視および対策本部への報告 

＜評価＞ 

ａ．放射線管理班は、放射線管理班活動マニュアルどおり汚染検査、脱衣補助、身体サーベイ、

フッ化水素濃度測定、環境測定、モニタリングポストでの測定・監視・報告を行うことがで

きた。 

（４）避難誘導訓練 

ａ．総務班は、ウラン濃縮工場内の入域者の避難誘導、点呼および負傷者（フッ化水素暴露者お

よび熱水暴露者）の捜索活動を行った。 

＜評価＞ 

ａ．総務班は、建屋の被害状況を確認したうえで避難ルートを選定し、総務班活動マニュアルど

おり避難誘導、点呼および負傷者の捜索活動を行うことができた。 

（５）その他必要と認める訓練 

①運転管理訓練 

ａ．運転管理班は、以下の対応を行った。 

・必要な装備の装着および六フッ化ウランの漏えい時の初期対応 

・六フッ化ウラン漏えい対処として、設備・機器の操作（プラント停止処置等）（模擬） 

・初期消火対応として、設備・機器の操作（遠隔消火設備の起動）（模擬） 

＜評価＞ 

ａ．運転管理班は、復命復唱による確認を行い、運転管理班活動マニュアルどおり必要な装

備の装着、六フッ化ウランの漏えい時の初期対応、六フッ化ウラン漏えい対処および初

期消火対応を確実に行うことができた。 

②放水訓練 

ａ．消火班は、六フッ化ウラン漏えい対処として、消防自動車を使用しウラン濃縮建屋への

放水を行った。 

＜評価＞ 

ａ．消火班は、濃縮建屋と補助建屋を結ぶ渡り廊下の亀裂発生箇所を避け、適切なアクセス

ルートを選定し、消火班活動マニュアルどおり消防自動車を使用した放水活動を行うこ

とができた。 

③設備応急訓練 

ａ．設備応急班は、応急対策に必要な装備の装着を行うとともに、必要な資機材の準備、六

フッ化ウラン漏えい対処として、２号発回均質室内均質槽防護カバーへの養生により閉

止措置（模擬）を行った。 

＜評価＞ 

ａ．設備応急班は、設備応急班活動マニュアルどおり必要な装備の装着、資機材の準備およ

び閉止措置（模擬）を行うことができた。 

④消火訓練 

ａ．消火班は、火災発生時の対応として、消火活動に必要な装備の装着を行うとともに、必

要な資機材の準備、消火設備を使用した消火活動（模擬）を行った。 

＜評価＞ 

ａ．消火班は、消火班活動マニュアルどおり必要な装備の装着および消火活動（模擬）を行

うことができた。 
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⑤全社対策本部等との連携訓練 

ａ．事業部対策本部は、ＥＲＣプラント班からのＴＶ会議システムによるＥＲＣとの接続要

請を受け、ＥＲＣ対応要員をＥＲＣ対応室へ派遣した。 

ｂ．事業部対策本部は、オフサイトセンターおよび全社対策本部へ要員を派遣した。 

ｃ．全社対策本部連絡要員および本部事務局は、事象発生以降、ＴＶ会議システム等を通じ

て、全社対策本部へ協力要請（建屋散水用の水の確保）を行った。 

ｄ．事業部対策本部は、通報文、ＣＯＰおよび時系列情報を、電子ホワイトボード、デヂエ、

ＦＡＸにより、全社対策本部へ情報提供を行った。 

ｅ．事業部対策本部は、通報文、ＣＯＰ、対策活動の実施状況、質問事項への回答およびモ

ニタリングポストの情報等を、電子ホワイトボード、デヂエおよび口頭連絡によりＥＲ

Ｃ対応室へ情報提供を行った。 

ｆ．ＥＲＣ対応者は、ＴＶ会議システムおよび書画によりＥＲＣプラント班と接続し、ＣＯ

Ｐを用いた施設状況および対策活動の実施状況、通報文およびモニタリングポスト情報

等について説明を行った。 

＜評価＞ 

ａ．事業部対策本部は、本部活動マニュアルどおりＥＲＣ対応要員の派遣を行うことができ

た。 

ｂ．事業部対策本部は、本部活動マニュアルどおりオフサイトセンターおよび全社対策本部

へ要員派遣を行うことができた。 

ｃ．全社対策本部連絡要員および本部事務局は、本部マニュアルどおり全社対策本部へ協力

要請を行うことができた。 

ｄ．事業部対策本部は、共有すべき情報・伝達手段を整理したことにより情報フローどおり

通報文、ＣＯＰ、時系列情報について、全社対策本部へ情報提供を行うことができた。 

ｅ．事業部対策本部は、共有すべき情報・伝達手段を整理したことにより情報フローどおり

通報文、ＣＯＰ、対策活動の実施状況、質問事項への回答およびモニタリングポストの

情報について、ＥＲＣ対応室へ情報提供を行うことができた。 

ｆ－１．ＥＲＣ対応者は、共有すべき情報・伝達手段を整理したことにより情報フローどお

り施設状況、通報文およびモニタリングポストの情報をＥＲＣプラント班へ説明す

ることができた。 

ｆ－２．ＥＲＣ対応者は、共有すべき情報・伝達手段を整理し情報フローどおり対策活動の

実施状況をＥＲＣプラント班へ説明したが、情報を入手した都度情報提供をすべき

ところ、入手した情報の事実確認後に情報提供したため、時間を要してしまった。 

[１０．１ Ｎｏ．２] 

ｆ－３．ＥＲＣ対応者は、ＥＲＣプラント班へ今後の進展を予測した説明をすべきところ、

説明ができなかった。 

[１０．１ Ｎｏ．３] 

 

７．２ 全社対策本部の各訓練結果 

（１）その他必要と認める訓練 

①全社対策本部設営訓練 

   ａ．事務局班長は、六ヶ所村震度６強の地震発生を踏まえ、地震（一般災害）に対する対応と

して全社対策本部要員を招集する必要がある旨を社長に進言した。 

   ｂ．社長は、六ヶ所村震度６強の地震発生を踏まえ、全社対策本部の要員の招集を指示した。 

   ｃ．総務班長は、全社対策本部要員の招集放送を行い要員参集を行った。 

   ｄ．社長は、原子力防災管理者からの事業部対策本部の警戒態勢発令の連絡を受け、全社にお 

     ける警戒態勢を発令し、全社対策本部を設置した。 

   ｅ．放射線情報収集班長は、事業部対策本部からの報告等から環境モニタリング情報を把握 

     し、本部内に報告した。 

   ｆ．広報班長は、地震が発生したことから、広報班で対応している見学者の有無を確認した。 

   ｇ．総務班長は、事務本館で勤務する社員の避難誘導、会社全体の安否確認および避難状況の 

     取りまとめを行った。 
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   ｈ．東京班長は、ＥＲＣの設置状況を確認し、ＥＲＣリエゾン（ＥＲＣへ派遣する東京班の要 

     員）を派遣した。 

   ｉ．事務局班長は、定期的に本部内ブリーフィングを行い、全社対策本部が実施すべき事項や

本部長指示事項、各班が実施した活動状況を取りまとめ、情報共有ツールを 

活用し、全社対策本部（東京班、青森班含む）内に情報共有した。 

   ｊ．事務局班長は、事業部対策本部から施設の状況および事象収束に向けた対策活動の実施状

況を収集し、情報共有ツールを活用し、全社対策本部（東京班、青森班含む） 

内に情報共有した。 

   ｋ．東京班長は、国および在京報道機関（模擬）からの問合せ対応を行った。 

   ｌ．青森班長は、県（模擬）からの問合せ対応を行った。 

＜評価＞ 

   ａ～ｉ．全社対策本部は、全社対策本部運用マニュアルどおり、全社対策本部の設置、要員招 
       集、定期的な本部内ブリーフィング、環境モニタリング情報の把握、避難誘導および 
       安否確認、見学者対応、ＥＲＣリエゾン派遣など全社対策本部における活動を実施で 
       きた。 
   ａ～ｃ．全社対策本部は、要員の招集指示後に招集する手順であったため、地震発生から全社 

       対策本部要員の招集までに時間を要した。 

[１０．２ Ｎｏ．１] 

   ｊ．事務局班長は、全社対策本部運用マニュアルどおり事業部対策本部から派遣された事業部

連絡員および情報共有ツールを用いて施設の状況、事象収束に向けた対策活動の実施状況

を収集し、全社対策本部内に情報提供できた。 

   ｋ～ｌ．東京班長および青森班長は、全社対策本部要員の心得どおり、問合せ事項に対する 
       回答の作成依頼を電話とメールで実施し、回答を受領後、問合せ事項の回答を実施 
       することができた。  

②広報活動訓練 

   ａ．広報班は、確認した情報をもとにプレス資料を作成し、記者会見を実施した。 

   ｂ．記者会見の説明者は、ウラン濃縮工場の状況の説明や記者（模擬）からのＱＡ対応を 

     実施した。 

＜評価＞ 

   ａ．広報班は、全社対策本部運用マニュアルどおりプレス資料を作成し、記者会見を実施でき 

     た。 

   ｂ．記者会見の説明者は、記者会見にてウラン濃縮工場の状況を専門用語を使う際には補足説 

     明を行う、視覚的資料（図面、写真など）を使用するなどわかりやすく説明できた。また

質問に対する回答を実施できた。 

③通報訓練（原子力事業者間協力協定等に基づく通報を含む） 

   ａ．電力対応班は、原子力事業者間協力協定、青森県内原子力事業者間安全推進協力協定およ 

     び原子力緊急事態支援組織の運営に関する協定に基づき、警戒事態該当事象発生に伴う情 

     報連絡および原災法第１０条事象発生に係る通報に伴う協力要請を実施した。 

   ｂ．濃縮事業部から「警戒事象発生」、「原災法１０条に基づく通報」等に係わるＦＡＸを受け、 

     以下の対応者はＦＡＸ送信した旨を電話で連絡した。（連絡は模擬として連絡先の確認を 

     実施した。） 

・業務推進本部人事部長：むつ労働基準監督署 

・地域・広報本部地域交流部長：安全協定に基づく連絡先、経済産業省（六ヶ所連絡室） 

＜評価＞ 

   ａ．電力対応班は、他原子力事業者への協力依頼マニュアルどおり連絡および協力要請を実施 

     できた。 

   ｂ．各対応者は、全社対策本部運用マニュアルどおりＦＡＸ送信した旨を電話で連絡できた。 
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④原子力事業所災害対策支援拠点設営訓練 

   ａ．全社対策本部長（社長）は、第１次緊急時態勢発令後、原子力事業所災害対策支援拠点（以 

     下、「支援拠点」という。）設置の指示を行った。 

   ｂ．指示を受けた支援拠点の対応要員は、第一千歳平寮に移動し、設備・機器の立上げを行い、 

     電力対応班長へ連絡した。連絡を受けた電力対応班長は、全社対策本部長（社長）に支援 

     拠点設置の完了を報告した。 

＜評価＞ 

   ａ．全社対策本部長（社長）は、全社対策本部運用マニュアルどおり支援拠点の設置の指示を 

     実施できた。 

   ｂ－１．支援拠点の対応要員は、支援拠点マニュアルどおり第一千歳平寮に移動し、設備・機 

       器の立上げを実施し、支援拠点周辺で地上系の電話連絡が使用不可の状況において、 

       衛星電話を活用し、電力対応班長との連絡を実施できた。 

   ｂ－２．電力対応班長は、全社対策本部運用マニュアルどおり全社対策本部長（社長）に支援 

       拠点設置の完了を報告できた。 

⑤オフサイトセンターとの連携訓練 

   ａ．全社対策本部事務局は、原災法第１０条事象発生後、原子力防災専門官より要請を受けオ 

     フサイトセンターに要員を派遣し、現地事故対策連絡会議、原子力災害合同対策協議会で 
     の決定事項や当社への依頼事項に関する情報の連携を行った。 

   ｂ．オフサイトセンター派遣要員は、事業者ブースにて、携帯電話を用いて全社対策本部事 
     務局と連絡をとり、モバイルＰＣを用いてデヂエから施設状況を入手した。 
   ｃ．全社対策本部事務局は、現地事故対策連絡会議および原子力災害合同対策協議会の状況 
     や当社への依頼事項を、全社対策本部内で共有した。 

＜評価＞ 

   ａ～ｃ．オフサイトセンター派遣要員と全社対策本部事務局はモバイルＰＣと携帯電話を活 
       用し、全社対策本部運用マニュアルどおり、施設情報および原子力災害合同対策協 
       議会での屋内退避の要否の検討状況などの情報連携を実施することができた。 

⑥ＥＲＣ対応訓練 

   ａ．全社対策本部のＥＲＣ対応者は、ＴＶ会議システムにより、全社対策本部の活動状況、発 

     災事業所以外の施設状況についてＥＲＣプラント班に対する情報提供を行った。 

   ｂ．ＱＡ管理者は、ＥＲＣプラント班からの質問対応において（ＥＲＣリエゾンを経由した質 

     問を含む）、回答の作成依頼と、回答の作成状況の進捗管理を行った。 

   ｃ．ＥＲＣリエゾン（ＥＲＣへ派遣する東京班の要員）は、ＥＲＣリエゾン対応者とＰＣでの 

     ＴＶ会議で連携を取りながら、ＥＲＣプラント班への説明の補助として、資料配布および 

     ＱＡ対応を行った。 

＜評価＞ 

   ａ．全社対策本部のＥＲＣ対応者は、情報フローに基づき、全社対策本部の活動状況、発災事 

     業所以外の施設状況の情報を入手し、ＥＲＣプラント班に情報提供ができた。 

   ｂ．ＱＡ管理者は、情報フローに基づき、ＥＲＣプラント班からの質問事項の回答作成依頼と、 

     進捗管理を実施できた。 

   ｃ．ＥＲＣリエゾンは、情報フローに基づき資料配布と外部電源喪失時の計器の計測可否など 

     についてＱＡ対応が実施できた。 
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８．前回訓練時の要改善事項への取り組み 

８．１ 濃縮事業部対策本部の要改善事項への取り組み 

本訓練では、過去の総合訓練（２０１７年２月８日、２０１８年２月２７日）において抽出した

改善点、反省事項のうち以下の項目について取り組みを行い、対策の有効性について評価を行った。 

No. 前回までの訓練において抽出した反省事項 問題点の分析と改善活動内容 

１ 【２０１７年２月８日の総合訓練】 

・ 原災法第１５条に基づく報告等の情

報提供を含めたＥＲＣ対応要員の運

用が不明確であったことから、状況が

分かる情報提供および説明が不足し

ていた。今後運用方法を検討する。 

・ プラントパラメータや施設状況を取

り纏める様式がなかったため、プラン

トパラメータや施設状況を取り纏め

た資料を用いて発災状況・対応処置・

進展予測を含めてＥＲＣに対して説

明を実施できるよう運用を検討する。 

 

【２０１８年２月２７日の総合訓練】 

・ 濃縮事業部対策本部と全社対策本部

連絡要員およびＥＲＣ対応室との連

携について、施設の状況、対策活動の

状況、原災法に基づく通報文の内容等

の情報が不足し、全社対策本部および

ＥＲＣへ速やかな情報提供ができな

かったことから、改善が必要である。 

・ 原災法第２５条に基づく応急措置の

概要の報告について、原災法第１０条

および第１５条事象発生に係る通報

後、３０分を目安に報告を行うことを

目標としていたが、報告に必要な情報

収集に時間を要し、報告までに約７０

分の時間がかかったことから、改善が

必要である。 

【問題点】 

・ 全社対策本部およびＥＲＣ対応室へ必要な情報

が集約されなかったため、ＥＲＣへの速やかな

情報提供ができなかった。 

【原因】 

・ 共有が必要な情報が整理されていなかった。 

・ 共有が必要な情報を、どのような手段（電子ホ

ワイトボード、デヂエ等）で伝達するか整理さ

れていなかった。 

【対策】 

・ 運転管理班は、全社対策本部およびＥＲＣ対応

室が必要とする情報の内容について整理し、Ｃ

ＯＰの様式として定めた。 

・ 共有すべき情報の伝達手段（電子ホワイトボー

ド、デヂエ等）を整理し、どの情報をどの手段

で共有するのか、運用を明確にした。 

【対策の評価】 

・ 運転管理班は、全社対策本部およびＥＲＣ対応

室が必要な情報をＣＯＰに整理して、電子ホワ

イトボードやデヂエなどの情報伝達手段でリア

ルタイムで情報を入手し、情報提供できた。（完

了） 

・ 本部事務局は、共有すべき情報および伝達手段

が整理されたことにより、原災法第２５条に基

づく応急措置の概要の報告に必要な情報が都

度確認できたことから、手順どおりのタイミ

ングで報告することができた。（完了） 

・ 今年度は単独発災として、本部とＥＲＣ対応室

が同一の場所にある場合の有効性は確認でき

た。３事業部同時発災が起きた場合は、本部と

ＥＲＣ対応室が離れるため、情報伝達手段につ

いて、更なる検討が必要である。（継続） 
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No. 前回までの訓練において抽出した反省事項 問題点の分析と改善活動内容 

２ 【２０１７年２月８日の総合訓練】 

・ 濃縮事業部における原災法第１５条

に基づく報告については、放射性物質

の放出状況等の情報収集と報告文の

作成に時間がかかり、報告判断から発

信までに２５分を要したことから、速

やかな報告完了を行えるよう検討す

る。 

 

【２０１８年２月２７日の総合訓練】 

・ 原災法第１０条および第１５条事象

発生に係る通報において、通報時間を

超過した。また、通報時間を遵守しよ

うと慌ててしまい、記載ミスが発生

し、確認時間も十分確保できなかった

ため、通報文作成時の記載事項の整理

および通報文の重点確認項目の明確

化を検討する。 

 

【問題点】 

・ 原災法第１０条および第１５条事象発生に係る

通報を速やかに行えなかった。 

・ 通報文に記載ミスがあった。 

【原因】 

・ 通報の優先順位を理解していなかったことか

ら、原災法第１０条および第１５条が短時間内

に複数発生した際に、第１５条事象発生後に起

きた第１０条事象についても併せて記載し、速

やかな通報が行えなかった。 

・ 通報文の確認時間を確保できなかった。 

・ 通報文の確認項目が明確になっていなかった。 

【対策】 

・ 原災法に係る通報について、通報の優先順位お

よび特定事象が短時間で複数発生した場合の通

報に係る運用を整理し、マニュアルに定め、教

育を行った。 

・ 情報が輻輳した場合でも、短時間で効率的に通

報文を作成できるよう、通報文作成時の記載事

項を整理し、マニュアルに定めた。 

・ 短時間で効率よく通報文を確認できるよう、通

報文の重点確認項目を明確にした「誤記・記載

漏れ防止対策チェックシート」を作成した。 

【対策の評価】 

・ 原災法第１０条および第１５条事象に係る通報

連絡の優先順位の教育、個別訓練を行うことで、

通報を１５分以内に行うことができたが、「誤

記・記載漏れ防止対策チェックシート」を使用

して作成した通報文に記載漏れがあったため、

継続して改善する。（継続） 

[7.1(1)通報訓練、10.1 No.1] 

３ 【２０１７年２月８日の総合訓練】 

・ 濃縮事業部と埋設事業部がひとつの

緊急時対策所を共用しているが、２事

業部同時発災を想定した緊急時対策

所のレイアウトとなっていないため、

２事業部同時発災を想定した緊急時

対策所のレイアウトを検討する。 

 

【２０１８年２月２７日の総合訓練】 

・ 緊急時対策所を２事業部同時発災を

想定したレイアウトで活動を行った

が、濃縮事業部の緊急時対策所の各班

の配置において、現場対応を行う運転

管理班と設備応急班の配置が離れて

おり、各班の連携がしやすい配置にす

る等、改善が必要である。 

【問題点】 

・ 濃縮事業部の緊急時対策所内の運転管理班と設

備応急班の連携が取りづらかった。 

【原因】 

・ 緊急時対策所内において、運転管理班と設備応

急班の配置が離れていた。 

【対策】 

・ 運転管理班と設備応急班の配置を近接する等、

各対策班が連携しやすい配置を検討し、レイア

ウトを変更した。 

【対策の評価】 

・ 緊急時対策所のレイアウトを変更したことによ

り、運転管理班と設備応急班との間の距離が近

づくことにより、連携がとりやすくなった。（完

了） 
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８．２ 全社対策本部の要改善事項への取り組み 

  本訓練では、前回の総合訓練（２０１８年２月２７日）において抽出した改善点、反省事項のう

ち、以下の項目について取り組みを行い、対策の有効性について評価を行った。 

なお、前回の総合訓練における反省事項のＮｏ.２については、２０１８年度の再処理事業部の

総合訓練時に取り組みを行い、対策の有効性について評価を行う。 

 

No. 前回の総合訓練において抽出した反省事項 問題点の分析と改善活動内容 

１ ・ 事業部対策本部による対策活動の実施

状況についての説明にＦＡＸ受領から

１４分を要していたケースがあり、情報

共有に要する時間に課題があった。 

 

【問題点】 

・ 事業部対策本部が作成した情報共有ツールの

内容について、全社対策本部事務局班長が事

業部対策本部に電話で確認する場面があり、

全社対策本部内での情報共有に時間を要し

た。 

【原因】 

・ 事業部対策本部が作成する情報共有ツールの

記載内容に対策活動についての内容や戦略等

の情報が不足していた。 

（前回の総合訓練時は事業部対策本部が作成

していた資料を「情報共有ツール」と呼んで

いたが、この資料に対策活動や戦略等の情報

が不足していた） 

・ 事業部対策本部では情報共有ツールの記載内

容について口頭による補足説明が行われてい

たが、全社対策本部にはその補足説明を直接

確認する手段がなかった。 

【対策】 

・ 事業部対策本部は、不足していた対策活動の

内容や戦略等を記載したＣＯＰを定め、全社

対策本部への情報共有に使用することを全社

対策本部要員の心得とした。 

・ 事業部対策本部内での口頭の説明内容を全社

対策本部で直接確認できるよう、音声共有シ

ステムを設置する。（対策未実施） 

【対策の評価】 

・ 事業部対策本部の事業部連絡員は対策活動の

内容や戦略等を記載したＣＯＰを受領後、内

容について事業部対策本部に問合せをするこ

となく、全社対策本部内に情報共有すること

ができた。 

（完了（濃縮事業部発災時における検証）） 

・ 音声共有システムを設置する対策とその評価

は２０１８年度の再処理事業部の総合訓練時

に実施する。（継続） 
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No. 前回の総合訓練において抽出した反省事項 問題点の分析と改善活動内容 

３ ・ ＥＲＣ対応者は、ＥＲＣプラント班に対

して取りまとめ説明を行う役割分担で

あったが、全施設の状況を取りまとめて

説明することができなかった。 

 

【問題点】 

・ ＥＲＣプラント班に対して全施設の状況を取

りまとめて説明することができなかった。 

【原因】 

・ 全社対策本部のＥＲＣ対応者は、具体的な説

明範囲、ＥＲＣプラント班に説明するために

必要な情報とその入手手段について明確にし

ていなかったため。 

【対策】 

・ 全施設の状況を取りまとめるための様式を定

めた。 

・ 全社対策本部のＥＲＣ対応者が全施設の状況

を取りまとめて説明する運用を定めた。 

・ 全社対策本部事務局が資料を作成し、ＥＲＣ

対応者に送付する役割とし、情報フローに定

めた。 

【対策の評価】 

・ 全社対策本部のＥＲＣ対応者は、情報フロー

に基づき全施設の状況を説明するための資料

を入手し、全施設の状況を取りまとめて説明

することができた。 

（完了（濃縮事業部単独発災時における検証）） 

４ ・ 広報班は、プレス資料を作成し、模擬記

者会見にて事故状況等を発表し、質問対

応を行うことができたが、説明内容に専

門用語が含まれており、わかり難い部分

があった。 

【問題点】 

・ 模擬記者会見にて説明内容に専門用語が含ま

れており、わかり難い部分があった。 

【原因】 

・ 模擬記者会見の説明者は、わかりやすい説明

する際の注意点が身についていなかったた

め。 

【対策】 

・ 説明者がわかりやすい説明が行えるよう、記

者会見時の説明方法（視覚的資料の準備、専

門用語は補足説明をつける等）についてメデ

ィアトレーニングを実施した。 

【対策の評価】 

・ 訓練時の模擬記者会見において、専門用語を

使う際には補足説明を行う、視覚的資料（図

面、写真）を使用し事故状況等を発表する、

などわかりやすい説明であったと評価する。 

メディアトレーニングが有効であると判断

し、今後も訓練計画に基づきメディアトレー

ニングを継続的に実施する。 

（完了（濃縮事業部発災時における検証）） 
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９．訓練の評価 

「１．訓練の目的」で示した濃縮事業部対策本部と全社対策本部の達成目標に対する評価結果は

以下のとおりである。 

９．１ 濃縮事業部対策本部の訓練の評価 

   濃縮事業部は、「濃縮事業部における訓練に係わる中長期計画（２０１８年度）」において、原

子力防災訓練における技能の習得に係る達成指標として設定した「単独発災による基本的な対応

能力の習得、課題の抽出」をねらいとして訓練を行った結果、以下のとおり一部課題が抽出され

たものの、単独発災における事故収束活動が概ねできていたことから、基本的な対応能力は習得

されているものと評価する。 

また、過去の反省事項の改善については、継続的な検討・改善が必要な事項もあったが、事業

部対策本部等の事象判断・情報共有の確認等、対策の有効性を確認できた。 

（１）対策本部とＥＲＣ対応者間における情報共有ができること 

ａ．事故収束対応の戦略および進捗状況を明確にし、図表やＣＯＰ等を活用した情報提供が

できること。 

・事業部対策本部は、情報フローどおり、事故収束対応の戦略および進捗状況を明確にし

た図表やＣＯＰ等を活用した情報提供を行うことができた。今後、情報フローを手順へ

反映する。 

[７．１（５）⑤ 全社対策本部等との連携訓練] 

ｂ．情報フローを作成し、関係者に周知を行い、役割どおり行動できること。 

・各対策班は、作成した情報フローを関係者へ教育し、情報フローに示した役割どおりの

行動を行うことができた。今後、情報フローを手順へ反映する。 

[７．１（５）⑤ 全社対策本部等との連携訓練] 

（２）ＥＲＣ対応ができること 

ａ．原災法第１０条事象（ＳＥ）および原災法第１５条事象（ＧＥ）の原因事象、判断根拠

を説明できること。 

・ＥＲＣ対応者は、情報フローどおり、本部が判断したＥＡＬ判断の原因事象、判断根拠

を、提供された資料（事故収束対応の戦略および進捗状況、図表やＣＯＰ等）を活用し

て説明することができたが、進展予測が説明できず、対策活動の実施状況については情

報提供に時間を要した。 

 [７．１（５）⑤ 全社対策本部等との連携訓練]  

ｂ．通信機器の操作ができること。 

・ＥＲＣ対応者は、訓練全体を通じて通信機器の操作ガイドどおり、ＥＲＣプラント班に

情報提供を行う通信機器（電話、ＦＡＸなど）を操作することができた。 

（３）通報文作成ができること 

ａ．「誤記・記載漏れ防止対策チェックシート」を用いて通報文を作成し、１５分以内に通

報が行えること。また、通報文に誤記があった場合の対応ができること。 

・本部事務局は、本部事務局活動マニュアルどおり「誤記・記載漏れ防止対策チェックシ

ート」を使用して通報文を作成し、事象判断から発信まで目標１５分以内に対し最長８

分で通報を行ったが、通報文に記載漏れがあった。記載漏れ発生後の通報文の訂正につ

いては、手順どおり行うことができた。 

[７．１（１）通報訓練] 

ｂ．手順で定めた報告タイミングどおり、原災法第２５条報告に基づく応急処置の概要の報

告を実施できること。 

・本部事務局は、原災法第２５条に基づく応急措置の概要の報告について、本部事務局活

動マニュアルどおり応急復旧の開始・終了、事象進展、原災法第１０条、第１５条の基

準値を下回ったタイミングで、報告することができた。 

[７．１（１）通報訓練] 
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（４）全社および他事業部への協力要請の情報共有ができること 

ａ．単独施設発災時に定められた体制と手順に基づき、全社対策本部への協力要請が実施で

きること。 

・事業部対策本部は、本部活動マニュアルどおりオフサイトセンターおよび全社対策本部

へ要員を派遣し、派遣要員を通じて、協力要請および情報共有を行うことができた。 

[７．１（５）⑤ 全社対策本部等との連携訓練] 

ｂ．協力要請で使用する設備を手順どおり使用できること。 

・本部員および本部事務局は、本部活動マニュアルどおり通信機器を用いて全社対策本部

に協力要請を行うことができた。 

[７．１（５）⑤ 全社対策本部等との連携訓練] 

（５）前回訓練等における反省事項に対する対策の有効性が確認できること 

・ 「８．１ 濃縮事業部対策本部の要改善事項への取り組み」参照。 

 

９．２ 全社対策本部の訓練の評価 

全社対策本部は、「全社対策本部 原子力防災訓練中期計画」に基づいた訓練計画の策定およ

び訓練を実施し、「各施設単独発災時の基本的な対応能力の習得・課題の抽出」を行った結果、

今後の課題が抽出されたものの、単独発災時の基本的な対応は概ね実施できたことから、基本的

な対応能力は習得されていると評価する。 
    また、過去の反省事項の改善について、概ね対策が有効であることを確認できた。 
（１）ＥＲＣとの情報共有が適切に実施できること 

ａ．ＥＲＣ対応要員は、情報フローに基づき、情報共有ツール（デヂエ、電子ホワイトボード、

ＴＶ会議システム、書画）を活用し、全社対策本部の活動状況、発災施設以外の施設の状

況、ＥＲＣからの質問への回答をＥＲＣへ伝達できること。 

・全社対策本部のＥＲＣ対応者は、情報フローに基づき、全社対策本部の活動の実施状況や

発災事業部以外の施設情報を入手し、ＥＲＣへ情報を伝達することができた。また、ＱＡ

管理者は、情報フローと役割分担に基づき、ＥＲＣからの質問への回答を伝達できた。今

後、情報フローを手順反映する。 

 [７．２（１）⑥ＥＲＣ対応訓練] 

（２）単独施設の発災時に対する全社対策本部の運営および発災施設への支援協力を適切に実施 

できること 

ａ．全社対策本部の要員は、情報フローに基づき、情報共有ツール（デヂエ、電子ホワイトボ

ード、ＴＶ会議システム、書画）を活用し、全社対策本部内に情報共有し、事業部の支援

とオフサイト活動が実施できること。 
・全社対策本部は、情報フローに基づき、情報共有ツールを活用し、全社対策本部内に情報

共有し、必要な事業部の支援とオフサイト活動を実施することができた。今後、情報フロ

ーを手順反映する。 
[７．２（１）①全社対策本部設営訓練] 

[７．２（１）⑤オフサイトセンターとの連携訓練] 

（３）後方支援活動を適切に実施できること 

ａ．他原子力事業者、原子力事業所災害対策支援拠点および原子力緊急事態支援組織との連携

が適切に実施できること。 

・電力対応班は、他原子力事業者への協力依頼マニュアルどおり他原子力事業者、原子力緊

急事態支援組織との連携が実施できた。また、原子力事業所災害対策支援拠点の対応要員

は、第一千歳平寮に移動し、設備・機器の立上げを実施し全社対策本部との連携が実施で

きた。 

[７．２（１）③通報訓練] 

 [７．２（１）④原子力事業所災害対策支援拠点設営訓練] 
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（４）記者会見を適切に実施できること 

ａ．記者会見における基本動作が実施できること。 

・広報班は全社対策本部運用マニュアルどおりプレス資料を作成し、記者会見の対応者は、

記者会見の基本であるわかりやすい説明を実施することができた。 

[７．２（１）②広報活動訓練] 

[８．２ Ｎｏ．４] 

（５）前回訓練等における反省事項に対する対策の有効性が確認できること  

・「８．２ 全社対策本部の要改善事項への取り組み」参照。 

 

 

 



16 

 

１０．今後の原子力災害対策に向けた改善点 

今回の訓練において、抽出した主な反省事項とその改善活動内容は以下のとおりである。 

１０.１ 濃縮事業部対策本部 

No. 今回の訓練において抽出した反省事項 問題点の分析と改善活動内容 

１ ・ 本部事務局は、本部事務局活動マニュア

ルどおり「誤記・記載漏れ防止対策チェ

ックシート」を使用して通報文を作成し

たが、通報文に記載漏れがあった。 

【7.1(1)通報訓練】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問題点】 

・ 通報文に記載漏れがあった。 

【原因】 

・ 「誤記・記載漏れ防止対策チェックシート」

において、確認すべき内容が一部不明確な箇

所があった。 

・ 「誤記・記載漏れ防止対策チェックシート」

のチェック項目について、理解が不足してい

た。 

【対策】 

・ 「誤記・記載漏れ防止対策チェックシート」

について、確認すべき内容が明確になるよ

う、修正する。 

・ 定期的に個別訓練を行い、通報文の作成、確

認の習熟度を向上させる。 

２ ・ ＥＲＣ対応者は、共有すべき情報・伝達

手段を整理し情報フローどおり対策活動

の実施状況をＥＲＣプラント班へ説明し

たが、情報を入手した都度情報提供をす

べきところ、入手した情報の事実確認後

に情報提供したため、時間を要してしま

った。 

【7.1(5)⑤全社対策本部等との連携訓練】 

【問題点】 

・ ＥＲＣ対応者は、対策活動に関する状況およ

び事故収束に必要な情報について、遅滞なく

情報提供ができなかった。 

【原因】 

・ ＥＲＣ対応要員は、対策活動の実施状況およ

び事故収束に必要な情報をデヂエ等で入手

していたが、本部で共有されたものかどうか

の事実確認に時間を要した。 

【対策】 

・ 本部からの発話、各対策班からの本部への状

況報告をリアルタイムで入手できるよう、情

報フローの改善を検討する。 

３ ・ ＥＲＣ対応者は、ＥＲＣプラント班へ今

後の進展を予測した説明をすべきとこ

ろ、説明ができなかった。 

【7.1(5)⑤全社対策本部等との連携訓練】 

 

 

【問題点】 

・ ＥＲＣ対応者は、今後の対策や進展予測が報

告できなかった。 

【原因】 

・ ＥＲＣ対応者は、対策本部のブリーフィング

や目標設定会議で決定した、今後の対策につ

いての情報の入手が遅くなり、報告できなか

った。 

【対策】 

・ 本部のブリーフィング・目標設定会議の発話

をリアルタイムで情報を入手できるよう、情

報フローの改善を検討する検討する。 
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１０．２ 全社対策本部 

No. 今回の訓練において抽出した反省事項 問題点の分析と改善活動内容 

１ ・ 全社対策本部は、要員の招集指示後に招

集する手順であったため、地震発生から

全社対策本部要員の招集までに時間を要

した。 

【7.2(1)①全社対策本部設営訓練】 

【問題点】 

・ 全社対策本部の設置が明白な状況において、

地震発生から全社対策本部要員参集まで時

間を要した。 

【原因】 

・ 社長の全社対策本部要員の招集の判断後に

放送等により要員を招集する手順になって

いるため。 

【対策】 

・ 六ヶ所村において震度６弱以上の地震が 

発生した場合など、全社対策本部の設置が明

白な状況においては、社長の判断前に要員の

招集を行う手順に変更する。 

 

以 上 

 

 


